


基本計画
該当箇所

１．（１）①、４．（３）②

施策概要
（背景・
目的）

施策名 電子国土基本図の整備・更新

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：1

所属・役職
連絡先（TEL）

国土地理院 基本図情報部 国土基本情報課 課長補佐
地名情報課 課長補佐
画像調査課 課長補佐

029-864-1111（内線：5232・5432・5332）

各種計画
との連携

平成27年度版

国土の変化等に応じて、電子国土基本図（地図情報・正射画像・地名情報）を整備・更新
する。

施策目標 国土の変化に対応しつつ、継続的に整備・更新する。

施策の
効果

国土の状況や地名を正確に把握することが可能。行政事務の効率化（行政用地図作成、災害時の応急・復
興対応等）。施設利用の利便性の向上（電子国土基本図を用いた公共施設の供用情報の提供）。

施策の成果
の公表

http://maps.gsi.go.jp/ 

《迅速更新》
確実な情報を持つ公

共施設の整備者・管理
者との連携・協力の下、
重要な施設の更新を迅
速に実施（右図）。

《面的更新》
その他全般にわたり面

的に更新。

電子国土基本図は基盤地図情報に国土管理等に必要な情報を統合した地図情報、地図と容易に重ね合わ
せできるように加工した正射画像、居住地名や自然地名など位置を検索するためのキーとなる地名情報か
らなる我が国の基本図であり、国土の適切な管理を行うために不可欠な基本的な地理空間情報として、我
が国の領土が明示された地図として、行政・民間を問わず、様々な分野で利用されている。
また、国民に最新の基本図を提供することで公共施設の利用促進に寄与するとともに、行政機関等にお

ける電子国土基本図等の活用の促進を通じて行政の効率化・高度化に資するため、電子国土基本図の面的
な更新を着実に進めるほか、道路整備者・管理者をはじめとする施設整備者・管理者と連携・協力し、重
要な施設の更新を確実かつ迅速に行う。

＜地図の基本となる電子国土基本図の更新＞

正射画像 地名情報

H27

H26

H25

H24

IT戦略

地図情報

・海洋に関する
我が国の管轄
権の根拠とな
る離島の情報
を整備
・同名の島も識
別できるようユ
ニークなコード
を付与



基本計画
該当箇所

１．（１）①、５（２）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 海域の地理空間情報の整備・提供

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：2

海上保安庁では、測量船に搭載したマルチビーム音響測深機や航空機に搭載した航空レーザー測深機等
による広範囲な水深データを収集する体制を構築して海底地形の把握に努めています。また、ＧＰＳと海
中での音響測距技術を組み合わせて大陸プレートの動きを探る海底地殻変動観測等を実施しています。
このような最新技術を駆使した海洋調査等を実施し、基盤情報の整備を推進して海図等に反映させると

ともに、海洋政策の立案等に資するため、当庁が保有する情報をビジュアルに重ね合わせ表示する海洋台
帳の整備を進めています。

所属・役職
連絡先（TEL）

海上保安庁 総務部 政務課 企画係員
03-3591-6361（内線：2143）

各種計画
との連携

成長戦略、海洋基本計画

平成27年度版

施策目標 我が国の領海およびEEZにおける海洋調査等を行い基盤情報を整備する。

施策の
効果

海域の基盤情報を整備することにより、我が国の領海及び大陸棚の範囲の決定や、領海及び排他的経済水
域における海洋の利用、開発、環境保全、航海安全、自然災害防止等に資することができる。

施策の成果
の公表

海図等は、航海用刊行物として販売
海洋台帳は、インターネットによる情報提供（http://www.kaiyoudaichou.go.jp）

航空ﾚｰｻﾞｰ測深とﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ測深

航空ﾚｰｻﾞｰ測深による記録 ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ測深による記録

海図

海洋台帳（ｲﾒｰｼﾞ図）

海底地殻変動観測

海底基準点

音響測距

測量船

陸上GPS局

GPS衛星

海洋プレート

大陸プレート

キネマティック測位
GPS

H28

H27

H26

H25

H24

継続して海洋調査等を実施し基盤情報を整
備する

海洋台帳を公開継続して海洋調査等を実施し基盤情報を整備



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 衛星画像の整備・提供（ASTER）

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 経済産業省

整理番号：3

地理空間の高度な活用を可能にするG空間社会を実現するためには、衛星の利用が不可欠である。
また、衛星データを定期的に更新し、最新の地理空間情報を把握できる体制を整備することも併せて必

要である。
そのため経済産業省が開発し、米航空宇宙局の衛星「Terra」に搭載されているセンサー「ASTER」から

得られるデータを整備し、これをユーザーに提供する。

所属・役職
連絡先（TEL）

製造産業局 航空機武器宇宙産業課 宇宙産業室 宇宙企画二係長
03-3501-1511（内線：3844）

各種計画
との連携

成長戦略、宇宙基本計画、科学技術基本計画

平成27年度版

H27
※

H24
～
H26

ASTERの運用、データの整備・提供

施策目標 取得した衛星画像を利用に必要な加工を実施し、ユーザーに提供することで、衛星画像の高度利用を図る。

施策の
効果

衛星画像を整備・提供することにより、高度な地理空間情報を利活用できる社会の実現に貢献するととも
に、国民の利便性向上や新産業創出への貢献を目指す。

施策の成果
の公表

http://www.jspacesystems.or.jp/ersdac/

ASTERの運用、データの整備・提供

※ 衛星の運用期間については米航空宇宙局（NASA）との調整が必要

ASTRTデータを利用し作成された世界地図



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 衛星画像の整備・提供（だいち）

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 経済産業省

整理番号：4

地理空間情報の高度な活用を可能にするG空間社会を実現するためには、衛星の活用が不可欠である。こ
のため、経済産業省では、平成18年1月に打ち上げ、平成23年5月に運用を終了した陸域観測技術衛星「だ
いち」搭載センサーPALSARによる衛星画像の整備を行い、これをユーザーに提供する。

所属・役職
連絡先（TEL）

製造産業局 航空機武器宇宙産業課 宇宙産業室 宇宙企画二係長
03-3501-1511（内線：3844）

各種計画
との連携

成長戦略、宇宙基本計画、科学技術基本計画

平成27年度版

H24
～
H26

PALSARから取得したデータの整備・提供

施策目標 取得した衛星画像を利用に必要な加工を行い、ユーザーに提供することで、衛星画像の高度利用を図る。

施策の
効果

衛星画像を整備・提供することにより、高度な地理空間情報を利活用できる社会の実現に貢献するととも
に、国民の利便性向上や新産業創出への貢献を目指す。

施策の成果
の公表

http://www.jspacesystems.or.jp/ersdac/

PALSARで取得したデータを合成した世界地図

H27
～ PALSARから取得したデータの整備・提供



基本計画
該当箇所

１．（１）①、４．（４）、
５．（２）②

施策概要
（背景・
目的）

施策名 地球観測衛星の継続的開発、利用実証等

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 文部科学省

整理番号：5

陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）のレーダ観測機能を向上したALOS-2や、全球の土地被覆
分類等を高頻度に観測する気候変動観測衛星（GCOM-C）等の研究開発・打上げ・運用、及び、画
像処理技術の高度化に向けた研究開発を進める。また、基盤地図情報の継続的な整備・提供に資
するため、関係府省や機関と連携しながら、衛星観測データの利用実証を行う。

所属・役職
連絡先（TEL）

研究開発局 宇宙開発利用課
03-6734-4153（直通）

各種計画
との連携

成長戦略、宇宙基本計画、復興基本方針、科
学技術基本計画

平成27年度版

ALOS-2の運用、利用実証

H28

H26

H25

H27

H24 ALOS-2のフライトモデルの製造・試験

ALOS-2の運用、利用実証

施策目標

ALOS-2、GCOM-C等の研究開発・打上げ・運用、及び、画像処理技術に関する研究開発を行い、リモートセ
ンシング技術の高度化を図る。ALOS-2については平成26年度に打ち上げる。（平成26年5月24日に打ち上げ
完了）GCOM-Cについては平成28年度に打ち上げる。また、打ち上げた衛星の観測データを用いて利用実証
を行い、基盤地図情報の整備・提供等に貢献する。

施策の
効果

本施策により重要な地理空間情報のひとつとして画像情報が整備・提供されることで、防災、国土管理な
どの様々な目的に活用される。

施策の成果
の公表

http://www.satnavi.jaxa.jp/project/alos2/index.html 

ALOS-2のフライトモデルの製造・試験

ALOS-2の打上げ、運用、利用実証

陸域観測技術衛星２号（ＡＬＯＳ－２）
の軌道上イメージ

広域と高分解の観測を両立させつつ、「だい
ち」から性能向上を図ったLバンド合成開口
レーダ（SAR）により、「だいち」から引き続いて、

災害時の全容把握、国土保全管理などに必
要となる広域観測を実施

平成26年5月24日にH-IIAロケット24号機に
より打ち上げを実施

気候変動観測衛星（ＧＣＯＭ－Ｃ）の
軌道上イメージ

陸、海洋、雪氷、雲などについて地球全体
を観測することによって気候変動を監視

風水害把握・予測への活用のほか、様々
な環境変化予測の高精度化に貢献
（平成28年度打ち上げ予定）

GCOM-Cのエンジニアリングモデル・フライトモデルの製
造・試験

GCOM-Cのフライトモデルの製造・試験

GCOM-Cのフライトモデルの製造・試験

GCOM-Cのフライトモデルの製造・試験

GCOM-Cの打上げ



基本計画
該当箇所

１．（１）①、 ４．（４）

施策概要
（背景・
目的）

施策名 次世代地球観測センサ等の研究開発

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 経済産業省

整理番号：6

従来の衛星搭載用光学センサ（ASTER）に比べ、およそ13倍程度の波長分解能を持ち、対象物の特定能力
を大幅に向上させたハイパースペクトルセンサを研究開発する。（空間分解能30m、観測幅30km、バンド数
185を予定）また、ハイパースペクトルセンサと搭載衛星（ＡＬＯＳ-３を予定）とのインターフェイス調
整を行う。さらに、ハイパースペクトルセンサから得られるデータを活用するために、スペクトルデータ
を収集し、衛星から得られたデータと照合し、対象物を特定するための基礎データとなるデータベース整
備、及び資源、農業、森林、環境等の各分野の利用技術開発を行う。また、ハイパースペクトルセンサ
データの校正技術開発、地上データ処理システム開発、センサの運用計画策定等を行う。

所属・役職
連絡先（TEL）

製造産業局 航空機武器宇宙産業課 宇宙産業室
03-3501-0973

各種計画
との連携

成長戦略、宇宙基本計画、科学技術基本計画

平成27年度版

ＩＳＳ（国際宇宙ステーション）搭載システムの
開発

H28

H27

H26

H25

H24 ハイパースペクトルセンサのフライトモデル製作

施策目標
ハイパースペクトルセンサを開発し、資源、農業、森林、環境等の各分野におけるセンサデータの利用促
進を図る。

施策の
効果

本施策により、国民全体に裨益する情報が提供され、誰もが安心で質の高い社会の実現に貢献できる。

施策の成果
の公表

http://www.meti.go.jp/policy/tech_evaluation/c00/C0000000H23/120228_ucyuu2/120228_ucyu2.htm

センサデータの利用技術開発及び校正技術の維持
設計、運用計画策定

センサデータの利用技術開発及び校正技術の詳細
設計、運用計画案策定

センサデータの利用技術開発及び校正技術の維持
設計、運用計画策定

ハイパースペクトルセンサのフライトモデル試験

ハイパースペクトルセンサのフライトモデルの製
作及び試験

センサデータの利用技術開発及び校正技術の基本
設計、運用計画調査

ハイパースペクトルセンサ

搭載衛星の想定図

Sericite Content Mapping

資源探査に資する鉱物の分布図

得られる
ハイパースペクトル

センサデータ



基本計画
該当箇所

１．（１）① 、４．（４）

施策概要
（背景・
目的）

施策名 小型化等による先進的宇宙システムの研究開発

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 経済産業省

整理番号：7

我が国宇宙産業の国際競争力を強化し、国際衛星市場への参入を目指すため、今後、科学、地球観測、
安全保障等の分野で活用が進む小型衛星について、大型衛星に劣らない機能、低コスト、短期の開発期
間を実現する高性能小型衛星の研究開発を行う。
具体的には、ソフトウェアを中心とする統合制御、搭載機器のモジュール化、高機能民生技術の採用

（軽量ミラー等）等により、従来の我が国の衛星に比べ、開発・製造コストの低減及び開発期間を短縮
し、データ転送速度８００Mbps、衛星重量500㎏程度を実現する高性能小型衛星（光学分解能：０．５
ｍ未満、軌道高度約５００㎞）を開発する。
またあわせて、衛星の追跡管制やデータ受信を省力化する低コスト・小型の地上システムの開発、特

定の射場を必要とせず、打上げ機会の増加等が可能であるため、小型衛星の打上げ手段として注目され
る空中発射システムに関する検討を行う。これらにより、観測データの高頻度取得、高速処理等を図る。

所属・役職
連絡先（TEL）

製造産業局 航空機武器宇宙産業課 宇宙産業室
03-3501-0973

各種計画
との連携

成長戦略、宇宙基本計画

平成27年度版

H26

H25

H24
フライトモデルの開発・製造を実施し、衛星システムとしての各種環境適合試験を行い、設
計の妥当性を確認した。

施策目標 大型衛星に劣らない、光学分解能０．５ｍ未満を可能とする小型衛星を開発する。

施策の
効果

大型衛星にも劣らぬ性能を有する小型光学衛星の開発により、我が国宇宙産業の技術力を強化する。

施策の成果
の公表

無

宇宙実証にむけて、打ち上げロケットとのインターフェース調整等を実施した。

小型光学衛星（ASNARO)を打ち上げ宇宙実証を行う。（平成26年度で終了）



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 国有林における空中写真撮影

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 農林水産省

整理番号：8

国有林における森林計画樹立にあたっての基礎資料として活用するために、主として国有林が占める地
域を、計画的に空中写真撮影を行う。

所属・役職
連絡先（TEL）

林野庁 経営企画課 地域森林計画調整官
03-3502-8111（内線：6282）

各種計画
との連携

平成27年度版

第８留萌中部等９地域の空中写真撮影を行う。

H28

H27

H26

H25

H24 第４白滝等１２地域の空中写真撮影を行った。

第４天塩山地等１６地域の空中写真撮影を行う。

施策目標 森林計画の樹立に併せ、概ね5年周期で主として国有林が占める地域の撮影を行う。

施策の
効果

空中写真を活用することにより、国有林野の管理経営を効率的に行う。

施策の成果
の公表

http://www.rinya.maff.go.jp/j/kokuyu_rinya/kutyu_syasin/index.html

第８日高西部等１１地域の空中写真撮影を行った。

第５知床・羅臼等１２地域の空中写真撮影を行った。

国有林における空中写真撮影

主として国有林が占める地域を計画的に撮影

（概ね５年を周期として撮影を実施。）

・森林計画の樹立等に活用（森林の現況の把握、過去の写真等
との比較など）。

撮影計画

撮影及び現像

空中写真



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 都市部官民境界基本調査の実施

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

市町村等による地籍調査の前段として、官民境界の調査を国が実施することにより、市町村等の負担を
軽減し、地籍調査を一層促進する。

所属・役職
連絡先（TEL）

土地・建設産業局 地籍整備課 企画係長
03-5253-8111（内線：30513）

各種計画
との連携

平成27年度版

施策目標
地籍調査の進捗が遅れている都市部等において、都市部官民境界基本調査の成果を活用して地籍調査の推
進を図る。

施策の
効果

市町村等による地籍調査の前段として、官民境界の調査を国が実施することにより、市町村等の負担を軽
減し、地籍調査を一層促進する。

施策の成果
の公表

都市部官民境界基本調査の成果の写しは、都道府県によって一般の閲覧に供される。

市
区
町
に
よ
る
計
画
策
定

登
記
所
へ
送
付

官民境界情報の整備

都市部官民境界基本調査 筆毎の調査

都
市
部
官
民
境
界

基
本
調
査

毎
筆
の
調
査

地図が示す境界の位置を
現地に表示（鋲やペンキ等
で表示）

現況と登記上の境界
（筆界）の違いを明確化

調査結果等を基に、土地所有者の
立会いによる官民境界の確認

【現況測量】

現地の塀、境界標、マンホールや電
柱といった境界等の現況を測量し、地
図に表示

基
準
点
の
設
置

現
地
の
塀
や
境
界
標
等
の
測
量

（現
況
測
量
）

公
図
等
に
示
さ
れ
た
境
界

の
位
置
を
現
地
で
確
認

（復
元
測
量
）

土
地
所
有
者
等
の
立
会
い

必
要
に
応
じ
た
追
加
の
測
量

（確
定
測
量
）

民
民
境
界
の
調
査

毎
筆
の
地
積
の
計
算
・

地
籍
図
の
作
成

閲
覧
・都
道
府
県
の
認
証

資
料
収
集

【復元測量】

登記所の公図、地積測量図、道路台帳
附図等が示す境界を地図に表示

H28

H27

H26

H25

H24

平成22年度から平成31年度の十箇年において、地籍調査の基礎とするために行う基本調査と
して、都市部官民境界基本調査を3,250㎢（内数）の地域で実施する

整理番号：9

平成24年度は全国で約55㎢の都市部官民境界基本調査を実施。

平成25年度は全国で約68㎢の都市部官民境界基本調査を実施。

平成26年度は全国で約58㎢の都市部官民境界基本調査を実施。



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 地籍整備推進調査費補助金による地籍整備

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：10

地籍調査の進捗が遅れている都市部において、地方公共団体や民間事業者等が実施する境界情報整備の
経費に対する補助を行う。

所属・役職
連絡先（TEL）

土地・建設産業局 地籍整備課 企画係長
03-5253-8111（内線：30513）

各種計画
との連携

平成27年度版

施策目標
地籍調査の進捗が遅れている都市部において、地籍整備推進調査費補助金を活用して地籍整備の推進を図
る。

施策の
効果

国土調査法に基づく大臣指定（第19条第５項）に要する費用負担等を軽減することにより積極的な指定申
請を促し、地籍調査の進捗が遅れている都市部において、地籍整備の推進を図る。

施策の成果
の公表

無

H28

H27

H26

H25

H24

地籍調査の進捗が遅れている都市部等において、地籍整備推進調査費補助金を活用して地籍
調査の推進を図る

平成24年度は30団体において地籍整備推進調査を実施。

補助制度の概要

○ 事業主体 地方公共団体、民間事業者等
○ 補助対象 測量成果を地籍整備に活用する場合の測量費等
○ 補 助 率 ・地方公共団体の場合 １/２
・民間事業者等の場合１/３（間接補助）
ただし、地方公共団体の補助額の1/2が限度
（地方公共団体が補助制度を設けていることが必要）
・民間事業者等の場合１/３（直接補助）【H25から】

地区要件 人口集中地区、都市計画区域
（地籍調査実施済地域は除く）

主な効果

平成25年度は35団体において地籍整備推進調査を実施。

平成26年度は50団体において地籍整備推進調査を実施。



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 地籍調査の推進

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

地籍調査は、市町村等が実施主体となって、個々の土地の境界や面積等を調査し、その結果を地籍図と
地籍簿に取りまとめるものである。

所属・役職
連絡先（TEL）

土地・建設産業局 地籍整備課 企画係長
03-5253-8111（内線：30513）

各種計画
との連携

平成27年度版

施策目標 地籍調査を全国的に推進する。

施策の
効果

地籍調査を実施することにより、被災後の復旧作業の迅速化、公共事業の円滑化・コスト縮減、土地取引
の際のリスク軽減等が可能となる。

施策の成果
の公表

地籍調査の成果は登記所に送付されるとともに、市町村等において一般の閲覧に供される。

H28

H27

H26

H25

H24

平成22年度から平成31年度の十箇年で地籍調査の実施面積を21,000㎢とする

整理番号：11

平成24年度は約1,100㎢の地籍調査を実施。

平成25年度は約1,000㎢の地籍調査を実施。

字限図

地籍図

《地籍調査実施前 》

《地籍調査実施後 》

（不動産登記法第１ ４条第１項の 地図として登記所に備え付けられる）

（土地の位置等を把握するための参考図としての位置付け）

1991

1993

1994

1990

1992

1995(2/2)

1989

1985

2005

2004-1(2/2)

1987

162

2007-1
(2/2)2008-4

(2/2)

2008-7
2007-4

１983-1

１984
-1

1715
-2

1716
-2

道

あざぎりず

平成26年度は約1,100㎢の地籍調査を実施。



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 山村境界基本調査の実施

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：12

所属・役職
連絡先（TEL）

土地・建設産業局 地籍整備課 企画係長
03-5253-8111（内線：30513）

各種計画
との連携

平成27年度版

施策目標 土地所有者等による土地境界の確認が困難な状況となってきている山村地域において実施する。

施策の
効果

この調査によって保全される境界情報を活用することにより、後続の地籍調査事業を円滑に実施すること
ができる。

●土地の境界に詳しい者の踏査による山林の境界情報の保全

●境界情報の管理や測量を容易にする基準点の設置

施策の成果
の公表

山村境界基本調査の成果の写しは、都道府県によって一般の閲覧に供される。

高齢化や村離れ、森林の荒廃が進行し、将来の地籍調査の実施（土地境界の確認等）が困難になるおそ
れがある山村地域を対象に、境界情報を保全する調査を実施する。

H28

H27

H26

H25

H24

平成22年度から平成31年度の十箇年で、地籍調査の基礎とするために行う基本調査として、
山村境界基本調査を3,250㎢（内数）の地域で実施する

平成24年度は全国で約103㎢の山村境界基本調査を実施。

平成25年度は全国で約61㎢の山村境界基本調査を実施。

平成26年度は全国で約44㎢の山村境界基本調査を実施。



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 筆界特定の推進

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 法務省

整理番号：13

所属・役職
連絡先（TEL）

民事局 民事第二課 不動産登記第三係長
03-3580-4111（内線：5970）

各種計画
との連携

平成27年度版

施策目標
不動産登記法に基づく筆界特定制度（筆界特定登記官が，関係資料や外部専門家の意見に基づき，登記さ
れた土地の境界（筆界）を適正かつ迅速に特定する手続き。平成17年度に導入。）を活用して，地籍の明
確化を推進していく。

施策の
効果

筆界特定手続により，筆界の明確化が図られることを通じて，地籍の明確化を図る。

施策の成果
の公表

無

筆界特定制度の推進

○ 境界確定訴訟による解決

【問題点】
・時間的・経済的コスト
・当事者による資料収集が困難
・登記手続と連携していない

○ 登記所備付地図作成作業の円滑な実施が必要

【問題点】
・筆界未定地の発生

従来の土地境界紛争解決の手段

筆 界 特 定 制 度

○ 土地の所有権登記名義人等の申請により，申請人及び隣接土地の所有者等に必要な手続保障を与えた上で，外部

の専門家である筆界調査委員の意見を踏まえ，筆界特定登記官が筆界について公的な認定判断を示す。

裁判によらず，筆界についての適正な判断を迅速に示すことにより，筆界をめぐる紛争を予防し，又は早期に解決す
る。

○

申請人等の
意見陳述など

当事者の申請 筆界調査委員
による調査

筆界特定登記官
による筆界特定

登記記録及び
地図に反映

【効果】 ・時間的・経済的コストの縮減
・当事者の負担軽減
・登記手続との連携
・不動産取引の活性化

H28
～

H27

H26

H25

H24
筆界特定を通じて地籍の明確化を実施

引き続き，筆界特定を通じて地籍の明確化を継続して実施する



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・

目的）

施策名 登記所備付地図作成作業

整理番号：14

各種計画
との連携

平成27年度版

登記所備付地図作成作業

施策目標
「登記所備付地図作成作業第２次１０か年計画」､「大都市型登記所備付地図作成作業１０か年計画」及び「震災復興型登記所備付地図
作成作業３か年計画」に基づき､全国の都市部に加え，大都市の枢要部や地方の拠点都市及び東日本大震災の被災県の地図混乱地域等に
おける登記所備付地図作成作業を実施する。

工程表
（各年度の
取り組み）

施策の
効果

登記所備付地図を整備することにより，不動産取引の安全と円滑に資する。

施策の成果
の公表

無

担当府省 法務省
所属・役職
連絡先（TEL）

民事局 民事第二課 不動産登記第二係長
03-3580-4111（内線：2438）

全国の都市部の地図混乱地域のうち，18k㎡について，登記所備付地図を作成する。

全国の都市部の地図混乱地域のうち，17k㎡について，登記所備付地図を作成。

H28

H25

H24

全国の都市部の地図混乱地域のうち，17k㎡について，登記所備付地図を作成。

H27

H26 全国の都市部の地図混乱地域のうち，17k㎡について，登記所備付地図を作成。

全国の都市部に加え，大都市の枢要部や地方の拠点都市及び東日本大震災の被災県の地図混
乱地域等のうち，25k㎡について，登記所備付地図を作成する。

現状と実績

政府方針

○法務局においては，都市部のうち，現況が公図と大きく異なる地域について登記所備付地図作成作業を実施する必要あ
り
○しかし，平成２６年度着手分で１１１㎢が完了するに止まる

○平成１５年６月 「民活と各省連携による地籍整備の方針」 全国の都市部における登記所備付地図の整備事業を強力
に推進
○平成２７年６月 「経済財政運営と改革の基本方針２０１５」 登記所備付地図の整備の推進
○平成２７年６月 「日本再興戦略・改訂２０１５」 登記所備付地図作成作業の推進

問題点
【全国共通の問題点】

全国の都市部においては，精度の高い地図（登記所備付地図）の整備が不十分であり，不動産の流動化及び公共
事業の円滑な実施が妨げられている。
【大都市における問題点】

大都市においては，権利関係が複雑であり，地権者の理解が得られにくく，地図の整備が進んでいない。
【被災地における問題点】

東日本大震災の被災地（宮城県，福島県及び岩手県）においては，地図の未整備によって，復旧・復興が妨げら
れているため，地方自治体から地図整備を強く要望されている。

対応策
日本再興戦略等の下での我が国経済の再生及び震災復興のため，次のとおり登記所備付地図整備事業を推進

ア 登記所備付地図作成作業（従来型作業）

現在の計画に引き続き，登記所備付地図作成作業第２次１０か年計画（２７’～３６’着手分）を策定（合計２００㎢）

イ 大都市型登記所備付地図作成作業

ウ 震災復興型登記所備付地図作成作業

地図の整備が特に困難な大都市について，大都市型登記所備付地図作成作業１０か年計画（２７’～３６’ 着手分）を策定

（合計３０㎢）

東日本大震災の被災地において，震災復興型登記所備付地図作成作業３か年計画（２７’～２９’着手分）を策定
（合計９㎢）

「経済財政運営と改革の基本方針2015」



工程表
（各年度の
取り組み）

地質情報の整備・数値化を進め、公開コンテンツを拡充するとともに、データベースの相互
連携を強化し、より利用しやすいウェブ配信環境を実現した。

配信する地質情報の整理・数値化を進め、ユーザーからの意見を反映させて改良を進めた「地質図
Navi」公開により利便性を高めた。各種地質関連DBをクラウドサーバに統合・整理し、配信・公表した。

基本計画
該当箇所

１．（１）①、３．（１）、４．（６）
５．（２）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 地質情報の整備

担当府省 経済産業省

防災（地震、火山、津波）や国土の有効利用（資源、地下利用）、環境保全（土壌、地下水）に資する
為、国土およびその周辺海域の基本的な地質情報整備の推進を図る。全球デジタル地質図の作成等国際的
取組に参画し、アジア地域における地質情報整備の推進に貢献する。

所属・役職
連絡先（TEL）

産業技術総合研究所 地質分野研究企画室 企画主幹
029-862-6034

各種計画
との連携

IT戦略、海洋基本計画、復興基本方針、科学
技術基本計画

平成27年度版

H28

H27

H26

H25

H24
人口密集地やインフラ整備地域などの重要地域をモデルに、データ仕様の検討を行い、統合
データポータルを試作した。

情報の整備・更新

施策目標
各種地質図ならびに既存の複数の地質関連データベースについて電子化およびデータ標準化を進め、複数
データの重ね合わせや関連性の検討が可能なGIS統合ポータルより発信する。

施策の
効果

わかりやすく使いやすい形で地質情報を整備することにより、利活用が促進され、防災や国土の利用・保全に貢献
できる。

施策の成果
の公表

有

データベースの改良

GIS統合データポータル

鉱物資源図

火山地質図

活断層データベース

シームレス地質図

OneGeologyポータルサイト

整理番号：15

海洋地質図

他機関との連携を模索し、全国的総合データポータルサイトの構築を開始する。地質情報の
利活用を促進させるため、国内外のニーズやビジネスモデル調査をとりまとめて公表する。



基本計画
該当箇所

１．（１）①、 ３．（１）

施策概要
（背景・
目的）

施策名 地盤情報の提供

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：16

国土交通省は、道路・河川事業等の地質・土質調査成果であるボーリング柱状図や土質試験結果（地盤
情報）を広く一般に提供することにより、国や自治体間における社会資本整備の効率化のほか、環境保全
や災害対策等に役立つことを目指し、平成20年3月末から全国の開発局と地方整備局の約11万1千本の地盤
情報を国土地盤情報検索サイトより提供中。
引き続きデータを整備し、提供情報を拡充する予定。

所属・役職
連絡先（TEL）

大臣官房 技術調査課 宇宙利用係員
03-5253-8111（内線：22384）

各種計画
との連携

平成27年度版

施策目標 地盤情報の整備と提供システムを構築し、改良を施しながら実運用を目指す。

施策の
効果

地盤情報を広く国民に提供することにより、社会資本施設の改修や新築、災害の原因究明、ハザードマッ
プの作成など様々な用途での利用が期待される。

施策の成果
の公表

国土地盤情報検索サイト（KuniJiban） http://www.kunijiban.pwri.go.jp/

H24

～

H28 継続的かつ効果的に信頼性の高い地盤情報を提供
（原本性の確保、品質の確認 等）

国土交通省の電子化された地盤情報の集約、過去の地盤調査資料の電子化・数値化



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 土地分類基本調査（土地履歴調査）

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：17

土地の改変が進み不明確となっている土地本来の自然地形や改変履歴に関する情報を整備した上で、
災害履歴とともにわかりやすく提供する。

所属・役職
連絡先（TEL）

国土政策局 国土情報課 専門調査官
03-5253-8111（内線：29853）

各種計画
との連携

国土調査事業十箇年計画

平成27年度版

施策目標 平成31年度までに、人口集中地区及びその周辺部において18,000K㎡を整備する。

施策の
効果

土地履歴に関する情報の提供によって、安全・安心な生活環境の実現、被害発生の抑制・軽減が図られる。

施策の成果
の公表

① 土地状況変遷情報
土地の変遷がわかるよう過去の土地利用や人工

改変地の分布、改変前の自然地形の情報を整備

明治期の地形図（5万分の1）

人工地形分類図(改変地)

自然地形分類図(元地形)

土地利用分類図(利用変遷)

米軍空中写真（昭和20年代）

土地状況変遷情報を整備
1/50,000～1/25,000レベル品質で実施

土地利用分類図（明治期）

土地利用分類図（昭和40年頃）

人工地形分類図（改変地）

自然地形分類図（元地形）

土地分類基本調査成果

② 災害履歴情報
自然災害による被害情報を、災害履歴

図や年表・文献等の情報で整備

既存の災害履歴情報

○浸水実績図（水害統計等）
○気象庁資料
○災害報告
○自治体の災害履歴情報
○災害誌、学術文献
○郷土資料等

災害履歴図（土砂災害分布）

災害履歴図（地震被害分布）

災害履歴図（浸水実績分布）

災害履歴情報整備 1/50,000～1/25,000レベル品質で実施
災 害 履 歴 図

◆災害年表、災害リファレンス情報（文献等）

http://nrb-www.mlit.go.jp/kokjo/inspect/inspect.html

H28

H27

H26

H25

H24 静岡・三重・奈良・大阪において約3,700K㎡の整備

中国地区（岡山、広島）、四国地区（高松、松山、高知）において約1,150K㎡の整備

徳島・山口・防府・北九州・福岡・大分・別府において整備

国土調査事業十箇年計画に基づき実施

近畿地区（京都、滋賀、和歌山、兵庫）において約1,760K㎡の整備



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 湖沼湿原データの整備・更新

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：18

湖沼は、水資源、観光資源及び漁場として利用され、人為的影響を受けやすく、環境保全など持続的利
用を配慮した科学的知見に基づく計画策定が求められ、客観的かつ詳細な地形情報を必要とする場所であ
る。また、湖沼は、浚渫による掘削や周辺河川からの土砂堆積など湖底地形が変化するため、環境保全、
治水･利水、産業開発等の計画にあたって、現状に即した湖底地形データが必要である。

所属・役職
連絡先（TEL）

国土地理院 応用地理部 環境地理課 湖沼湿原調査係長
029-864-1111（内線：6255）

各種計画
との連携

平成27年度版

施策目標 当面、湖底地形データの更新を重点的に進める。

施策の
効果

地方公共団体等が湖底地形データなどの湖沼湿原データを漁場や航路の把握、浚渫計画などの管理・保全、
開発計画などに利用することにより、水資源管理、水質保全などの環境保全に貢献する。

施策の成果
の公表

網走湖の一部で湖沼調査を実施し、湖底地形データ等の整備・更新を行った。

湖沼湿原データの整備・更新

水資源管理、水質保全などの環境保全に貢献

水深

8.8m

0m

4.5m

国・地方公共団体等の環境対策、治水・利水に活用

http://www1.gsi.go.jp/geowww/lake/index.html

環境対策は？

湖沼調査

湖底地形データ

H28

H27

H26

H25

H24

測量成果の整備・提供を進めるとともに、調査結果を電子国土基本図に反映させる

万石浦、富士五湖（西湖）で湖沼調査を実施し、湖底地形データ等の整備・更新を行った。

小川原湖で湖沼調査を実施し、湖底地形データの整備・更新を行う。

網走湖及び小川原湖の一部で湖沼調査を実施し、湖底地形データ等の整備・更新を行った。



基本計画
該当箇所

１．（１）①、 ３．（１）、３．（４）

施策概要
（背景・
目的）

施策名 生物多様性情報の整備・提供

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 環境省

整理番号：19

生物多様性情報の整備を継続し、閲覧及びダウンロードによる提供を推進する。２万５千分の１植生図及び沿岸域
変化状況データの整備、提供、ＧＩＳ化の推進を図る。

自然環境情報ＧＩＳの画面例

所属・役職
連絡先（TEL）

自然環境局 生物多様性センター 調査科長
0555-72-6033

各種計画
との連携

生物多様性国家戦略2012-2020

平成27年度版

H28

H27

H26

H25

H24

施策目標
２万５千分の１植生図については、平成28年３月までに国土の77%を整備・提供する。
沿岸域変化状況データについては、引き続き整備・提供を続ける。

施策の
効果

本施策により生物多様性情報がわかりやすくかつ効果的に国民に提供され、国民による生物多様性に関す
る調査研究及び保全活動に寄与する。

施策の成果
の公表

http://www.vegetation.biodic.go.jp/

２万５千分の１植生図に関して、国土の64％を整備し、ＧＩＳ化の上Ｗｅｂサイト等で提供した。
沿岸域変化状況データに関して、国土の66％を整備・提供した。

２万５千分の１植生図に関して、国土の68％を整備し、ＧＩＳ化の上Ｗｅｂサイト等で提供した。
沿岸域変化状況データに関して、国土の71％を整備・提供した。

２万５千分の１植生図に関して、国土の72％を整備し、ＧＩＳ化の上Ｗｅｂサイト等で提供した。
沿岸域変化状況データに関して、国土の79％を整備・提供した。

２万５千分の１植生図に関して、国土の77％を整備し、ＧＩＳ化の上Ｗｅｂサイト等で提供する。
沿岸域変化状況データに関して、引き続き整備・提供を続ける。

２万５千分の１植生図に関して、国土の78％を整備し、ＧＩＳ化の上Ｗｅｂサイト等で提供する。
沿岸域変化状況データに関して、引き続き整備・提供を続ける。



基本計画
該当箇所

１．（１）①、５．（１）

施策概要
（背景・
目的）

施策名 国土数値情報の整備・更新・ダウンロードサービス

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：20

国土数値情報は、国土利用計画、国土形成計画などの国土計画の策定や推進の支援のために、国土に関
する様々な情報を整備、数値化したデータである。
国土数値情報は、地形、土地利用、公共施設、道路、鉄道等国土に関する地理的情報が数値化されてい

る。メッシュ化したデータも多く、人口統計などほかの統計情報と合わせて分析することが可能である。
特に土地に関する情報は時系列的に整備されており、経年変化などの分析を行うことも可能となっている。
当初は公的機関（政府機関、地方公共団体、大学など）に無料で貸出を行っていたが、さらに広く一般

に提供するため、平成13年４月よりインターネットによる無償提供（ダウンロードサービス）を開始し、
平成24年３月よりGML形式、シェープファイル形式でのデータ提供も開始した。引き続き、土地利用、地価
公示、行政界等のデータを継続的に整備・更新して、提供しているところである。

所属・役職
連絡先（TEL）

国土政策局 国土情報課 国土情報係長
03-5253-8111（内線：29814）

各種計画
との連携

国土形成計画

平成27年度版

施策目標 毎年度、国土数値情報の整備・更新を行い、GISで利用可能なデータとしてインターネットで公開する。

施策の
効果

本施策により、国土形成計画及び国土政策における各種施策実行の効率化が図られる。
地方自治体、研究者、民間等においてGISの利用が促進され、国民生活の向上が図られる。

施策の成果
の公表

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html 

H28

H27

H26

H25

H24 国土数値情報の整備・更新

国土数値情報の整備・更新

国土数値情報の整備・更新

国土数値情報の整備・更新

国土数値情報の整備・更新



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・

目的）

施策名 国有林における数値地図情報の更新

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 農林水産省

整理番号：21

国有林における森林の状況の変化等に伴う地図情報の修正を森林計画樹立時に併せて実施し、森林吸収量報
告に必要となる森林の位置情報の品質を高めるとともに、国有林野事業の効率的な実施に資する。

所属・役職
連絡先（TEL）

林野庁 経営企画課 地域森林計画係長

03-3502-8111（内線：6282）

各種計画
との連携

平成27年度版

日高森林計画区など全国３０森林計画区等の地図情報を更新する。

H28

H27

H26

H25

H24 留萌森林計画区など全国３０森林計画区等の地図情報を更新した。

宗谷森林計画区など全国３１森林計画区等の地図情報を更新する。

施策目標 森林計画の樹立に併せ、概ね5年周期で国有林の地図情報を更新する。

施策の
効果

更新された地図情報を活用することにより、国有林野の管理経営を効率的に行う。

施策の成果
の公表

無

石狩空知森林計画区など全国３２森林計画区等の地図情報を更新した。

上川南部森林計画区など全国３２森林計画区等の地図情報を更新した。



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 道路関係図面の電子化

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：22

道路工事完成図等作成要領に基づく電子納品を進めるため、作成・電子納品方法の普及活動を行うとと
もに、効率的にデータの集約・管理を行うためのシステムを利用して、道路関係図面の電子化を進める。

所属・役職
連絡先（TEL）

道路局 国道・防災課 道路防災対策室 課長補佐
03-5253-8489（内線：37884）

各種計画
との連携

平成27年度版

施策目標 道路関係図面のデータ整備・蓄積を進める。

施策の
効果

蓄積したデータの共通利用による地図整備・更新費用の削減や、道路管理情報の統合管理による情報の共
有化を進めることができ、道路管理者の様々な業務の効率化が図られる。

施策の成果
の公表 無

区画線

島

島

歩道部 歩道部

距離標

車道部

植裁

道路代表線
停止線

歩道部

歩道部

区画線

横断歩道

距離標

車道部

停止線

車道交差部
（車道部の一部）

横断歩道橋

橋脚

ボックスカルバート

自動車駐車場

（自転車駐車場）

建築物

管理区域界

歩道部

歩道部

歩道部

横断歩道

横断歩道

横断歩道

路面電車停留所

軌道敷

植裁

軌道敷

横断歩道

横断歩道

区画線

島

島

歩道部 歩道部

距離標

車道部

植裁

道路代表線
停止線

歩道部

歩道部

区画線

横断歩道

距離標

車道部

停止線

車道交差部
（車道部の一部）

横断歩道橋

橋脚

ボックスカルバート

自動車駐車場

（自転車駐車場）

建築物

管理区域界

歩道部

歩道部

歩道部

横断歩道

横断歩道

横断歩道

路面電車停留所

軌道敷

植裁

軌道敷

横断歩道

横断歩道

道路工事完成図等地図情報イメージ

道路管理情報の統合管理による情報の共有化

∥ ∥∥∥

∥ ∥

∥ ∥∥∥∥ ∥∥∥

∥ ∥

その他
（基盤地図，数値地図等）

異常事象

・・・

道路基盤地図情報

施設諸元

占用物

直轄国道等を中心に、順次道路関係図面の電子化を進める。

H28

H27

H26

H25

H24



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・

目的）

施策名 水基本調査（地下水情報の図面化調査）

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：23

近年、地下水が限りある重要な資源であるという認識のもと、地下水資源の保護や保全の動きが高
まっており、関係自治体では地下水の保全に関する条例が相次いで制定され、地下水摂取における規制
等がなされているところである。それらの条例の推進をはじめ、緊急時における水源としての利用も含
めた、有限な地下水の有効利用促進が求められており、そのための地下水の視覚化やデータの整備が必
要となっている。
そのため本施策では、パイロット地区において地下水の現況や利用実態を把握するため、水流、涵養量、水

質等の地下水情報と、社会・経済・文化的な様々な情報を統合させ図面化し、その作業過程で得られた知見等
を用いて、国以外の主体が水調査に着手するためのガイドブック、作業要領（案）等を整備する。併せて、水基
本調査の成果利活用説明会等を開催することで、国以外の主体による水（細部）調査の促進を行い、より広い
主体の参加による国土調査の実現と国土調査成果の一層の利活用を目的とする。

所属・役職
連絡先（TEL）

国土政策局 国土情報課 専門調査官
03-5253-8111（内線：29853）

各種計画
との連携

水循環基本計画

平成27年度版

施策目標 毎年度2～3ヶ所の地下水盆について整備する。

施策の
効果

国以外の主体が水調査に着手し地下水情報図を作成することにより、我が国の国土調査の主体及び成果の利活
用に一層の広がりがもたらされるとともに、地域の住民による地方創生の促進に貢献できる。

施策の成果
の公表

H28

H27

H26

H25

甲府盆地、別府平野において実施するとともに、ガイドブック・作業要領（案）等を整備

熊本地域、神奈川県西部地域において整備

小中規模の地下水盆２～３ヶ所において実施するとともに、ガイドブック・作業要領（案）
等を整備

熊本･阿蘇地域、大野盆地において整備

③

に
よ
る
図
面
化
促
進

見える化
見せる化

地下水と産業に関する図

（福井県大野市）

①
２
～
３
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
地
区
で

の
調
査
の
実
施

N 地
P 公
O 体

日本の水収支（日本の水事情より）

http://nrb-www.mlit.go.jp/kokjo/inspect/inspect.html

②
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク･

作
業
要
領(

案)
等
を
整
備

ＧＩＳデータ
として整備

H29
～

小中規模の地下水盆２～３ヶ所において実施するとともに、国以外の主体による水（細部）
調査の促進



基本計画
該当箇所

１．（１）①

施策概要
（背景・

目的）

施策名 地籍調査以外の測量成果の活用方策検討調査の実施

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：24

所属・役職
連絡先（TEL）

土地・建設産業局 地籍整備課 企画係長
03-5253-8111（内線：30513）

各種計画
との連携

平成27年度版

施策目標
より多くの分野で作成される地籍調査以外の測量成果を登記所に備え付けるため、法務省と連携しつつ、

課題を整理し、その対応策を検討する。

施策の
効果

正確な地図を登記所に備え付けることにより、① 土地取引の際の土地境界をめぐるトラブルの未然防止、②地籍
調査に必要な経費の縮減、③ 公共施設の適切な管理等が可能となる。

施策の成果
の公表

無

国土調査法に基づく大臣指定制度（第19条第５項）を活用し、地籍調査以外の測量成果を登記所に備え
付けるための効果的な方策等を検討する。

測量成果が国土調査法第
19条第５項指定がされな
かった場合のイメージ

測量成果が国土調査法第
19条第5項指定がされた

場合のイメージ

用地取得に伴って分筆線を
追記しても、図面が不正確であ
るため、本来直線の道路が曲
がって表示される。

用地実測図（買収用地と分筆取
後の残地も含めて測量した正確
な地図）が登記所に備え付けられ
る。

⇒境界紛争の未然防止に貢献

不動産登記法第14条第４項の図面が備え付けられている地域に
おいて、道路整備のための用地取得を行った場合の例

H25

H24
地籍調査以外の測量成果を登記所に備え付けるため、法務省と連携しつつ、個別分野の測量
成果を対象に課題の整理やその対応策を検討する。

地籍調査以外の測量成果を登記所に備え付けるためのマニュアルを
作成し、関係機関に周知した。

平成25年度で終了。



基本計画
該当箇所

１．（１）②

施策概要
（背景・
目的）

施策名 基盤地図情報の更新

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：25

道路・建物・鉄道・行政界等の基本的かつ詳細な地理空間情報である基盤地図情報は、電子地図におけ
る位置を定める基準として、地理空間情報活用推進基本法に基づき平成19年度より初期整備を開始、平成
23年度に全国を概成し、平成24年度から更新フェーズに移行している。基盤地図情報を適切に更新するこ
とで国土の管理・保全、防災の推進はもとより、行政事務の効率化などにより、国民生活の総合的な向上
の促進、国民経済の健全な発展に寄与する。

所属・役職
連絡先（TEL）

国土地理院 基本図情報部 国土基本情報課 課長補佐
029-864-1111（内線：5232）

各種計画
との連携

IT戦略

平成27年度版

H27

H26

H25

H24

地方公共団体が整備する都市計画基図をもとに面的更新を行うとともに、公共施設の整備
者・管理者との連携・協力の下、国土管理上重要な公共施設について、工事図面のＣＡＤ
データ等を活用し新規供用に合わせて更新を行う。

施策目標 基盤地図情報を継続的に更新する。

施策の
効果

地図情報の共有や重複整備の回避、各種施策等への活用などによる行政の効率化が図れるとともに、異な
る地理空間情報の相互の位置の整合性が確保される。また、新産業・サービスの発展・創出にも繋がる。

施策の成果
の公表

http://www.gsi.go.jp/kiban/index.html

地理空間情報流通のための共通基盤

○○駅 △△町

□□町

基盤地図情報



基本計画
該当箇所

１．（１）②

施策概要
（背景・
目的）

施策名 基盤地図情報のより質の高い整備・提供に向けた検討

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：26

電子地図における位置の基準として、地理空間情報活用推進基本法の規定により整備される基盤地図情
報は、平成２３年度末に当面の整備目標を達成し、社会において広く活用されている。一方、整備提供の
開始から５年以上が経過し、基盤地図情報を巡る環境とその活用状況については整備当初と比べて大きく
変化するとともに、各方面から様々な改善の提案が数多く寄せられている。
このため、国土地理院が提供する基盤地図情報について、ユーザーニーズや利用実態等を踏まえて、整

備項目や整備方針の見直しに向けた検討を行い、今後のより質の高い整備・提供に向けて実施すべき具体
的方策を示す。

所属・役職
連絡先（TEL）

国土地理院 企画部 地理空間情報企画室 情報政策係長
029-864-5959

各種計画
との連携

IT戦略

平成27年度版

H26

H25

H24

施策目標 基盤地図情報のより質の高い整備・提供に向けて実施すべき具体的方策を示す

施策の
効果

社会のニーズに応じた基盤地図情報のより質の高い整備・提供が行われることにより、地理空間情報全体
の活用促進が図られる。

施策の成果
の公表

http://www.gsi.go.jp/kiban/

電子地図における位置の基準として、地理空間情報活用推進基本法
の規定により、平成１９年度から整備

平成２３年度末に、当初の整備目標を達成

社会のニーズに応じた基盤地図情報のより質の高い
整備・提供による地理空間情報全体の活用促進

ユーザーニーズや利用実態の把握

整備項目や整備方法の見直しのための検討

多様な地理空間情報の
整備・提供

技術の進展等によるユー
ザーニーズの多様化

より質の高い整備・提供

に向けた具体的方策

国土地理院が提供する基盤地図情報について、ユーザーニーズや利用実態等を踏まえて、整
備項目や整備方針の見直しに向けた検討を実施する。H28

H27

国土地理院が提供する基盤地図情報について、ユーザーニーズや利用実態等を踏まえて、整
備項目や整備方針の見直しに向けた検討を実施した。



基本計画
該当箇所

１．（１）②

施策概要
（背景・
目的）

施策名

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：27

所属・役職
連絡先（TEL）

国土地理院 測地部 測地基準課 課長補佐
029-864-4816

各種計画
との連携

平成27年度版

H24 2012年度地殻変動パラメータSemiDyna2012.parを公開

施策目標

施策の
効果

セミ・ダイナミック補正を推進することにより、地殻変動による影響を軽減した測量成果が得られる。その結果、一
般ユーザに対し高精度な基準点の位置情報を提供することが可能となる。

施策の成果
の公表

http://vldb.gsi.go.jp/sokuchi/semidyna/

基準点測量を計画的に実施するとともに、セミ・ダイナミック補正（基準点測量の結果から地殻変動の
影響を取り除く方法）を推進する。

セミ・ダイナミック補正の推進

セミ・ダイナミック補正に必要となる地殻変動補正パラメータを作成し毎年公開する。

H28 以下、同様

H27 2015年度地殻変動パラメータSemiDyna2015.parを公開

H25 2013年度地殻変動パラメータSemiDyna2013.parを公開

H26 2014年度地殻変動パラメータSemiDyna2014.parを公開



施策概要
（背景・
目的）

基本計画
該当箇所

１．（１）②

施策名

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：28

所属・役職
連絡先（TEL）

国土地理院 測地部 測地基準課 課長補佐
029-864-4816

各種計画
との連携

平成27年度版

H26

H25

H24 高度地域基準点３点をインテリジェント化を実施

施策目標
平成30年度末までにICタグと場所情報コードを用いたインテリジェント基準点等の位置情報点を整備・推
進するためアプリケーションやコンテンツを開発する。

施策の
効果

基準点の維持管理の効率化や様々な分野での位置情報の利活用が期待できるとともに、誰もが必要な精度
で位置を知ることのできる社会の実現に貢献できる。

施策の成果
の公表

http://www.spat.nilim.go.jp/home/

スマートフォンで読み取り可能なICタグ試作品の開発を実施
ICタグの書込みフォーマットについての検討を実施

インテリジェント基準点等の整備の推進

基準点にＩＣタグを付加したインテリジェント基準点等の位置情報点の整備・導入を順次図り、その普及
啓発活動や関係機関に対する技術的支援を行い、地理空間情報の活用の高度化に努める。

H27以降は、整理番号33「場所情報コードの活用推進」の中で取り組む

試作したICタグ等の屋外での動作及び耐久試験を実施
新規書込みフォーマットの導入試験を実施

等 一

三角点

基準点に設置したICタグに場所情報コードを発行し、
コードに結びつく基準点情報等を表示するとともに、
基準点管理等に必要なアプリ・コンテンツを起動

場所情報コード管理システム

維持管理の効率化・基準点の活用



基本計画
該当箇所

１．（１）②、２．（３）、
５．（２）①、②

施策概要
（背景・
目的）

施策名 ＧＮＳＳ連続観測システム（電子基準点）の構築・運用と地殻変動の即時把握

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：29

様々な地理空間情報を下支えする位置の基準として、電子基準点の位置情報は不可欠なものとなってお
り、利用者が必要とする位置情報を確実に提供することが求められている。また東日本大震災の教訓を踏
まえ、今後の自然災害に備えて地殻変動の即時把握など国土の監視技術の高度化が喫緊の課題となってい
る。
このため全国の電子基準点において、従来のGPSに加えて準天頂衛星やグロナスなど新たな衛星測位シス

テム（GNSS）の連続観測を行い、これらの観測データを提供して公共測量などの各種測量の効率的な実施
や、地理空間情報サービス産業の発展に寄与する。また観測データをリアルタイムで解析するシステムを
構築して全国の地殻変動の即時把握を行い、津波の高さの予測への貢献や、地震による沿岸域の地盤沈下
情報等の提供など、国民の安心・安全に寄与する。さらに国際GNSS事業が実施する国際観測に参加し、国
内観測データの解析に必要な衛星の精密軌道情報の作成に寄与する。

所属・役職
連絡先（TEL）

国土地理院 測地観測センター 衛星測地課 課長補佐
029-864-1111（内線：8633）

各種計画
との連携

IT戦略、宇宙基本計画、海洋基本計画、
復興基本方針、科学技術基本計画

平成27年度版

中央局データ解析系整備（３年次）

H28

H27

H26

H25

H24 中央局データ収集・配信系整備（１年次）

中央局データ解析系整備（４年次）、解析系運用開始

施策目標 GNSS連続観測システムを構築し、的確な運用を図る。

施策の
効果

本施策により測量の効率化が図られるとともに、地殻変動情報が防災・減災に役立てられ、誰もが安全で
安心な社会の実現に貢献できる。

施策の成果
の公表

http://www.gsi.go.jp/ 

中央局データ収集・配信系整備（２年次）全点データ提供開始、中央局データ解析系整備（１年次）

中央局データ解析系整備（２年次）

GNSS連続観測システム（GEONET）の目的



施策概要
（背景・
目的）

基本計画
該当箇所

１．（１）②

施策名 離島の位置情報基盤整備

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：30

所属・役職
連絡先（TEL）

国土地理院 測地部 測地基準課 課長補佐
029-864-1111（内線：4232）

各種計画
との連携

海洋基本計画

平成27年度版

施策目標 遠隔の離島における位置情報基盤を整備する。

施策の
効果

三角点は、測量法に基づき国が設置する標識で、国の行政権がその土地におよび、国がその島において
経済活動を行う意志が有ることを表示する一手段となる。また、本土と離島の位置関係が高精度かつ体系
的に明らかとなり、港湾の整備や護岸工事及び海洋管理に貢献することとなる。

施策の成果
の公表

http://sokuseikagis1.gsi.go.jp/

海洋基本法に基づく「離島の保全等」に資するため、EEZの範囲を決定する離島について、三角点の新設
や既設三角点の改測を行い、離島に関する基本的情報である位置情報基盤を整備する。

排他的経済水域の外縁を根拠付ける離島の三角点整備状況

H28 引き続き、離島において三角点を整備

H27 銭洲において三角点を整備

H26 南硫黄島において三角点を整備

H25 ベヨネース列岩において三角点を整備

H24 北硫黄島において三角点を整備

三角点整備

肥前鳥島（H18年度）

久六島(H19年度）

鮫島(H20年度）

硫黄鳥島(H21年度）

中御神島(H21年度）

鳥島(H22年度）

白瀬(H23年度）

北硫黄島(H24年度)

ベヨネース列岩(H25年度)

南硫黄島（H26年度）

銭洲(H27年度)

簡易験潮 GNSS測量



基本計画
該当箇所

１．（２）①

施策概要
（背景・
目的）

施策名 地理識別子（住所等）のコード化と付与

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：31

地理情報システムが広く利用される時代になり、様々な主体が作成した多様な地理空間情報が流通して
いる。各々の地理空間情報が表現する地物の識別を円滑に行うため、地理識別子に関係する仕組みの整備
が重要になっている。
本施策は地名や住所等から地理空間情報上の場所や地域の特定を可能とする地理識別子について、その

コード化と付与を実施し、地理空間情報の活用推進を図る。

所属・役職
連絡先（TEL）

国土地理院 基本図情報部 地名情報課 課長補佐
029-864-1111（内線：5432）

各種計画
との連携

海洋基本計画

平成27年度版

H27

H26

H25

H24
住所、信号交差点について仕様案に基づくコードを付与した。また、適切な国土管理のため
の島等のコードについて仕様を検討行い、仕様案を作成した。

施策目標 住所、信号交差点、島等のコード付与を実施し、継続的に維持管理する。

施策の
効果

地理空間情報の活用の場を拡大し、更に高度に活用することが可能になる。

施策の成果
の公表

http://www.gsi.go.jp/kihonjohochousa/chimeijoho.html

島等について仕様案に基づくコードを付与する。また、住所、信号交差点についてコードの
維持管理を行う。

○○一丁目2

○○一丁目
交差点

○○交番前
交差点

信号交差点

住
居
表
示
住
所8

2
1

住所及び信号交差点

名称、よみ
位置、範囲、
市町村
コード番号

地形図に名称
がない重要な
島は名称を調
査、関係機関
と調整

名称、よみ
位置、範囲、
市町村
コード番号

・海洋に関す
る我が国の管
轄権の根拠と
なる離島の情
報を整備

・同名の島も
識別できるよ
うユニークな
コードを付与

島等の名称

住所、信号交差点、島等について、現況の変化に応じた更新を行うなどの維持管理を行う。



基本計画
該当箇所

施策概要
（背景・
目的）

施策名 街区レベル位置参照情報等の更新・提供

工程表
（各年度の
取り組み）

担当府省 国土交通省

整理番号：32

街区レベル位置参照情報は、住所をキーとして各種統計・台帳データ等を地図上に統合するという地
理情報システム（GIS）を利活用する上で重要な機能を果たすものである。国土交通省では、平成12年
度より全国の都市計画区域相当を対象に、街区単位(「○○町△丁目□番」)の代表点の位置座標をもつ
データ「街区レベル位置参照情報」の整備を開始し、毎年同データの更新を行うとともに、インター
ネットにてデータのダウンロードサービスを提供している。
また、平成18年度より「大字・町丁目レベル位置参照情報」を全国を対象に整備し、毎年更新を行い、

インターネットにて提供している。これは、市、町、村、区、特別区の直下に属す行政区である「大
字」、「町丁目」、自治体によっては「町字」を示す住所代表点と、その住所代表点が示す位置座標を
対応づけた情報である。

所属・役職
連絡先（TEL）

国土政策局 国土情報課 国土情報係長
03-5253-8111（内線：29814）

各種計画
との連携

平成27年度版

施策目標 毎年度、位置参照情報の更新を行い、GISで利用可能なデータとしてインターネットで公開する。

施策の
効果

地方自治体、研究者、民間等においてGISの利用が促進され、国民生活の向上が図られる。

施策の成果
の公表

http://nlftp.mlit.go.jp/isj/index.html

・表形式のデータ

位置識別子

座標
位置参照情報

ファイル 属性

これが地図上に表現
できたらいいのに・・・

１．（２）①

H28

H27

H26

H25

H24 位置参照情報の更新

位置参照情報の更新

位置参照情報の更新

位置参照情報の更新

位置参照情報の更新


